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令和元年 12月 26日

厚生労働省労働基準局長

(公印省略)

最低賃金の引上げに向けた中小企業・小規模事業者支援事業等の周知について

(協力依頼)

労働基準行政の円滑な推進につきましては、日頃から格別の御理解と御協力を賜り、

厚く御礼申し上げます。

最低賃金引上げに向けた環境整備については、「経済財政運営と改革の基本方針2019J

(令和元年6月 21日閣議決定)及び「成長戦略実行計画・成長戦略フォローアップ・令

和元年度革新的事業活動に関する実行計画J (令和元年6月 21日閣議決定)において、

「経済成長率の引上げや日本経済全体の生産性の底上げを図りつつ、中小企業・小規模

事業者が賃上げしやすい環境整備に積極的に取り組む。生産性向上に意欲をもって取り

組む中小企業・小規模事業者に対して、きめ細かな伴走型の支援を粘り強く行っていく

ことをはじめ、思い切った支援策を講ずる。 Jとされ、また、令和元年 11月8日の内閣

総理大臣の指示においては、令和元年補正予算編成指示があり、中小企業・小規模事業

者に対して支援を行う旨、示されたところです。

これらを踏まえ、令和元年 12月 13日に閣議決定された令和元年度補正予算案におい

て、中小企業最低賃金引上げ支援対策費補助金(業務改善助成金)について、最低賃金

が低い一部の地域において、本助成金をより一層活用いただけるよう、 25円コース、 60

円コース、 90円コースを新設し、また、助成率を引き上げるなどとしています(令和元

度補正予算案に盛り込まれた上記助成金の拡充部分についての支給は、同補正予算の成

立が前提となります。)。

業務改善助成金の申請期限が令和2年 1月 31日までを予定していることから、別添リ

ーフレット等を参考に、傘下の団体等への周知、広報誌への掲載、開催行事での配布等、

積極的な周知に御配意をいただければ誠に幸いに存じます。

御多用のところ恐縮ではございますが、各種助成金の周知について格別の御協力を賜



、

「業務改善助成金」奄航充し号安定歩
~幅広い引上11ニースに対応し定新コースc;)設立~

/ 

『業務改善助成金』 は、生産性を向上させ、 「事業場内で最も低い賃金(事業場内

最低賃金)jの引上げを図る中小企業・小規模事業者を支援する助成金です。

事業場内最低賃金を一定額以上引き上げ、

設備投資(機械設備、コンサルティング導入や人材育成・教育訓練)

などを行った場合に、その費用の一部を助成します。

※申請期限:令和2年 1月31日

(新規に追加されるコースについては、申請期限の延長を予定)

ノ、

コースc;)肉容

助成対象事業場
(すべての要件を満たすもの)

助成率

40万円2'"'-'3人25円コース
(850円未満)

(※2) 

-事業場内最低賃金

850円未満

60万円

80万円

4'"'-'6人

7人以上

4/5 
-事業場内最低賃金と地域別

最低賃金の差額が30円以内

60万円

2'"'-'3人 90万円

1人

60円コース
(850円未満)

(※2) 
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9/10 (※1) 
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230万円7人以上

90万円1人

150万円2'"'-'3人90円コース
(850円未満)

(※2) 
270万円4'"'-'6人

450万円7人以上

4/5 

生産'性要件を

満たした場合は

9/10 (※1) 

-事業場内最低賃金850円来満

.事業場内最低賃金と地域別

最低賃金の差額が30円以内

.事業場規模100人以下

50万円

70万円

1'"'-'3人

4'"'-'6人30円コース
(850円未満)

(※2) 
(※3) 

100万円7人以上

3/4 
生産』性要件を

満たした場合は
4/5 (※1) 

-事業場内最低賃金と地域別

最低賃金の差額が30円以内

50万円1'"'-'3人

現
行
の
コ

i
ス 70万円4'"'-'6人30円コース

(※3) 
-事業場規模100人以下100万円

(※1 )ここでいう「生産性Jとは、企業の決算書類から算出した、労働者1人当たりの付加価値を指します。
助成金の支給申請時の直近の決算書類に基づく生産性と、その3年度前の決算書類に基づく生産性を比較し、伸び率
力t一定水準を超えている場合等に、加算して支給されます。

(※2)対象は、地域別最低賃金850円未満の地域のうち事業場内最低賃金が850円未満の事業場です。
青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島、茨城、群馬、新潟、富山、石川、福井、山梨、長野、奈良、和歌山、鳥取、
島根、岡山、山口、徳島、香川、愛媛、高知、福岡、佐賀、 長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄の32県。

(※3) 30円コ スは令和2年度より、1人引き上げる場合の助成上限額が30万円に変更となる予定です。

(※4) 60円コース、90円コースは、令和2年度より全国47都道府県に拡大 (850円以上の地域は3/4助成)する予定です。

7人以上



~・業務政善助成金0)活同事例・~
ベルトコンベアの導入による弁当の盛り付け作業の効率化:

く企業概要〉

[所在地]新潟県 l従業員数J40人
l事業の種類]食品製造販売業

:く限値と対応〉弁当製造における磁り付け時間を削減宮るため、叡備投 .

.資による業務効率化を検討してきた。

:配膳台の周りを従業員が移動して盛り付けを行っていたため、業務が非 :

.効率になっている状況でした.そこで、助成金を活用してベルトコンベア :

: を導入しました。 ~ヘ

〈独自の工夫〉

以前は4穏類の価格帯の
弁当を製造していたが、 1
稽類に集約することで製造 .

の効率化が図られ、仕入リ .

スクも軽減している。

く実施内容〉ベルトコンベアの導入で弁当の盛り付け時聞が2筒聞から1時間30
分に短縮し、同じ時間で10%多く弁当を製造することができるようになった。

〈成果〉弁当の盛り付け時間の削減によって生産性が向上し、28人の従業員の
時間給(事業場内最低賃金)を30岡引き上げた。さらに、事業場内最低賃金以外
の従業員の賃金の引上げを実施した。

セミセルフPOSレジの導入によるレジ業務の効率化

:く企業概要〉

: I所在地]熊本県 l従業員数J24人
: I事業の種類l生鮮食料晶小売業 ~四~.

.く課題と対応〉繁忙碍のレジ待ちの行列を削減するため、設備役資による :

:業務効率化を検討してきた.

:購入代金や釣銭の受け渡レまでをすべて従業員が行っていたため、顧客 :

:の多い時悶帯でレジ待ちの行列ができる状況でした.そこで、助成金を活 :

;円h???RIT--竺oi'd'i3入竺竺. イ司.

E標語調麗瞭爾謂脇罵閉園

人事課長

:<独自の工夫〉
..畠冷蔵ケースの本体電源を
:こまめにOFFにしたり、〈別ス
:イツチを取り付け〉、同業他社
jと比べ営業B春闘を短くしつつ
:1商品を売りつくすようにした
りし、廃棄ロスや保管役備費
の削減につなげている.

〈実施内容〉商品のバーコード読み取り後の購入代金や釣銭の受け渡しを顧客が
機械で行うようにしたことにより、精算時閣が短縮し、同じ時間でより多くの精擁処
理をすること古町三きた。

〈成果〉レジ業務の削減によって生産性が向上し 23人の従業員の時間給(事業
喝内量低賃金〉を52円引き上げた。さらに。事業場内愚低賃金以外の従業員の貨

(守平成29隼直時点の制置に畠づく"制)

送ぬ他ぬ事例l歩HP奄ご覧ください(j

助成金支給手でc;)涜れ

交付申請書・事業実施計画などを、

最寄りの都道府県労働局に提出

ご留意頂SR5い事項

ゆ交付決定後、提出した計画に

沿って事業実施 。労働局に事業実施結果

を報告

・新規に追加されるコースの交付決定は、令和元年度補正予算成立が条件となります。

・過年度に業務改善助成金を活用した事業場も、監盛M墾となります。

・事業完了の期限は令和2年3月31日です。

・予算の範囲内で交付するため、申請期間内に募集を終了する場合があります。

お問い合わせ先

。全国47都道府県にある『働き方改革推進支援センターJ(こ、お気軽にお問い合わせください0

・ 「働き方改革推進支援センターJの所在地及び電話番号は、インターネッ卜でご確認ください。

申請先

今日

・助成金の申請窓口は、都道府県労働局です。事業場がある地域の労働局にお問い合わせください。

【担当部署]各労働局雇用環境・均等部(室)

。 厚生労働省 (R 1.12.20) 
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厚生労働省HP内の業務改善助成金ページについて

【業務改善助成金ページのアドレス】

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudouki 

jun/zigyonushi/shienjigyou/03. html 

上記ページ内の、「新:令和元年度補正予算業務改善助成金のご案内[PDF形式:

1.274KB]』をクリックいただくと業務改善助成金拡充についての周知用リーフレット (p

D F)が聞きます。

【厚生労働省HPトップから業務改善助成金ページヘアクセスする場合】

画面上部の「政策について」 → 「分野別の政策一覧」→ 「雇用労働(労働基準)J

→ 「施策情報(賃金)J → r 2.最低賃金・賃金引上げに向けた生産性向上等の

支援(業務改善助成金)Jからでも上記のページにアクセスできます。

【照会先】

厚生労働省労働基準局賃金課 賃金・退職金制度係 03-5253-1111 (内線5533)


